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令和３年度魚津市予算(案)の概要 

                                  令和３年2月22日 

 

令和３年度予算(案)は、新たにスタートする第５次総合計画の初年度として、「産業の育成・創出」、「賑わい

ある空間の創出」、「子育て環境・教育の充実」、「安全・安心な暮らしの確保」、「移住・定住の促進と関係人口

の創出」、「世代を超えた持続可能なまちづくり」の６つの特定政策分野における取組を推進していくとともに、本

市の喫緊の課題である少子化・人口減少対策として、「魚津の子どもと豊かな自然を育む未来の創出」に向けた

取組み（未来子ども枠・豊かな自然枠）に重点を置き予算配分を行いました。 

また、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないなか、継続的な感染症対策のほか、新しい生活様式へ

の対応に向けた取組などを計上しました。 

一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により税収が大きく落ち込むものの、地方交付税や国からの交付

金等を活用するほか、財政健全化計画に基づき「行財政改革の推進」に引き続き取り組み、財源不足額を最小

限（0.5億円）に抑制しました。 

その結果、令和３年度の一般会計当初予算は177億１千７百万円（前年度比＋6.8％）となり、財源不足額は、

財政調整基金の取崩しにより対応しました。 

特別会計は、４会計の合計で109億円（前年度比＋4.1％）、企業会計は、２会計の合計で47億円（前年度比△

4.0％）となりました。 

 

一般会計 

歳 入 

市の歳入の根幹をなす市税は、新型コロナウイルス感染症の影響により、個人市民税や法人市民税に大幅

な落ち込みが見られ、市税全体で58億７千１百万円（前年度比△５億７千５百万円、△8.9％）を見込みました。 

また、地方交付税等の交付金については、国の地方財政対策を勘案して46億５千６百万円（前年度比＋３億

１千６百万円、＋7.3％）を見込みました。 

なお、新型コロナウイルス感染症対策については、国庫支出金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金等）を活用することで対応しました。 

 

歳 出 

◎特定政策分野等における主な取組 

「産業の育成・創出」では、魚津の魅力を最大限に活かした産業の育成・創出や観光振興に取り組みます。 

① 電子版プレミアム付商品券発行事業（コロナ対策） 

② 地域活性化起業人等外部専門家活用事業 

③ 湾岸・田園サイクリングコース接続ルート整備事業 

④ ６次産業化うおづの魅力発信事業 

⑤ スマート農業推進事業 

 

「賑わいある空間の創出」では、都市機能の集積やまちなか居住の推進により、賑わいを創出します。 

① 都市構造再編集中支援事業 

② （仮称）本江地域交流センター建設事業 

③ 総合公園賑わい創出事業 

④ 総合都市交通体系調査事業 
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「子育て環境・教育の充実」では、切れ目のない子育て支援の推進と、確かな学力・豊かな心を育む教育の

充実を図ります。 

① こども医療費助成事業（現行：15 歳まで⇒18 歳まで拡大） 

② ＧＩＧＡスクール教育環境充実事業（コロナ対策） 

③ 小中学校施設設備更新事業 

④ 図書館設備更新事業 

⑤ プール授業外部委託モデル事業 

 

「安全・安心な暮らしの確保」では、災害等危機管理体制の充実と「ポストコロナ時代」への対応を進めます。 

① ありそドーム大規模改修事業 

② 災害備蓄用品整備事業（コロナ対策） 

③ テレワーク支援事業（コロナ対策） 

④ ため池耐震調査事業 

⑤ 空家対策支援事業 

⑥ 緊急浚渫推進事業 

 

「移住・定住の促進と関係人口の創出」では、移住・定住人口の増加と関係人口との協働によるまちづくりに

取り組みます。 

① 地域おこし協力隊事業（就農者育成枠） 

② 移住コンシェルジュ設置事業 

③ ワーケーションモニター事業（コロナ対策） 

④ ふるさと魚津発県外学生応援事業（コロナ対策） 

 

「世代を超えた持続可能なまちづくり」では、特色ある地域資源を活用した地域主体の誰もが輝けるまちづくり

を目指します。 

① 高齢者の保健・介護予防の一体的実施事業 ※後期高齢者医療事業特別会計 

② マイナンバーカードを活用したコンビニ交付事業 

③ ＨＰＶワクチン接種に関する周知 

④ フレイル予防総合推進事業 ※介護保険事業特別会計 

⑤ 女性活躍社会推進事業 

 

「未来子ども枠」では、未来を担う子ども達が、夢を持ち、のびのびと育つ環境づくりを進めます。 

① 子育て新婚世帯等住宅取得支援事業（都市構造再編集中支援事業） 

② うおすいアクティブスポット新設事業 ※水族館事業特別会計 

③ 魚津の農林水産業体験・応援プロジェクト 

④ ロボコン魚津大会実施事業 

⑤ ママと子どもが輝くまちづくり事業 

 

「豊かな自然枠」では、魚津の豊かな自然の魅力をブラッシュアップし、情報発信していきます。 

① 片貝川流域水循環遺産活用事業 

② 地球温暖化防止実行計画推進事業 
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「新型コロナウイルス対策」では、感染症対策をはじめ、地域経済の回復や新しい生活様式の定着等に向け

て、引き続き最善を尽くします。 

① 新型コロナウイルスワクチン接種事業 

② 魚津の宿泊割引事業 

③ 新しい生活様式を踏まえた採用活動支援事業 

④ クラスター対応施設職員サポート事業 

⑤ 公共施設感染症対策（児童施設、水族館、埋没林博物館、本庁舎等） 

 

「行財政改革の推進」では、令和３年度の予算編成において、事務事業の見直しや人件費の削減などで目

標以上の成果があったものの、天神山学びの森交流館の閉館が１年見送りとなったことなどから、公共施設の見

直し効果は縮減となりました。将来にわたって市民に必要なサービスを提供できるよう、引き続き行財政改革の

取組を推進していきます。 

 （参考）令和３年度当初予算における行財政改革の取組効果            （単位：百万円） 

財源不足解消に向けた対策 令和３年度目標 令和３年度効果額 

1.投資的経費抑制 △5 △6 

2.公共施設の見直し △78 △43 

3.事務事業の見直し 補助金 △3 △5 

補助金以外 △20 △28 

4.人件費削減 △4 △19 

5.公債費の平準化 6 10 

6.歳入見直し 市税徴収率 6 1 

使用料等見直し 8 11 

効果額計（1～5）-6 △118 △103 

投資的経費抑制・・・国の有利な財源を活用した事業の前倒し、市債の活用 

   公共施設の見直し・・・総合体育館廃止、図書館開館時間見直し、金山谷郷土文化保存伝習館の譲渡、 

天神山学びの森交流館閉館見送り 

   事務事業の見直し・・・奨励的な補助金の見直し△５百万円、事務事業見直し△28百万円 

   人件費削減・・・定員管理による見直し△13百万円、特別職・管理職給料カット△６百万円 

公債費の平準化・・・令和元年度に実施した一般会計及び下水道事業会計における借換債の影響 

   歳入見直し・・・市税徴収率UP＋１百万円、使用料見直し＋11百万円 

 

特別会計 

国民健康保険事業は、健診の受診率UPと医療費の適正化に引き続き努めていきます。 

後期高齢者医療事業、介護保険事業は、高齢化の影響により事業費が大きく増加していますが、保険と介護

の一体的な取組を推進していくことで、予防の強化と療養給付や介護給付の適正化に努めていきます。 

水族館事業は、子ども達が集い、楽しめるよう、施設整備を進めます。 

 

企業会計 

水道事業及び下水道事業は、人口減少等による料金収入の減少や、施設の老朽化に伴う更新など、今後も

厳しさを増すことが見込まれます。こうした状況を踏まえ、経営状況を的確に把握し、財政マネジメントの向上等

に引き続き取り組みます。 



特定政策分野及び特別枠（未来子ども枠・豊かな自然枠・コロナ対策）を推進する主要事業

①産業の育成創出 R3事業費 事業担当 資料頁

拡充 ◇電子版プレミアム付商品券発行事業 275,000千円 商工観光課 P.8

拡充 ◇魚津の宿泊割引事業（魚旅キャンペーン） 50,000千円 商工観光課 P.9

継続 ◇新しい生活様式を踏まえた採用活動支援事業 20,500千円 商工観光課 P.10

新規 ◇地域活性化起業人等外部専門家活用事業 12,200千円 企画政策課 P.11

新規 ◇テレワーク支援事業 10,000千円 商工観光課 P.12

新規 ◇湾岸・田園サイクリングコース接続ルート整備事業 8,000千円 建設課 P.13

継続 ◇新型コロナウイルス感染症対策保証料助成 8,000千円 商工観光課 P.14

新規 ◇魚津の農林水産業体験・応援プロジェクト 3,000千円 農林水産課 P.15

新規 ◇６次産業化うおづの魅力発信事業 2,221千円 農林水産課 P.16

新規 ◇スマート農業推進事業 2,000千円 農林水産課 P.17

新規 ◇観光振興計画策定事業 1,224千円 商工観光課 P.18

農業の省力化・効率化を図るため、農作業等に使用するドローンの操作技能の認定
に要する経費を支援する。

第２次魚津市観光振興計画の計画期間が令和３年度末で満了となることから、魚津
市観光振興条例に基づき、令和４年度からの本市における観光振興につなげるた
め、新たな計画を策定する。

《　ともにつくる　未来につなぐ　人と自然が輝くまち　》

プレミアム付商品券を発行し、市内消費を活性化させるほか、電子版で発行すること
で行政等からのポイント付加機能を持たせ、市民の様々な活動の活性化を図る。

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市内宿泊需要を喚起し、観光関
係事業者への支援につなげる。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、全国的にテレワークへの移行が進むなか、
市内企業のテレワークシフトに要する経費や市民のテレワークを支援し、市内企業の
生産性向上及び市民の多様な働き方を推進する。

ナショナルサイクルコースの候補である「富山湾岸サイクリングコース」と「田園サイクリ
ングコース」を片貝川沿い及び早月川沿いで結ぶことにより、両コースの連絡路とな
るだけでなく、魚津市を周遊できる環境を整える。

体験型観光の需要の高まりに応えるため、「農業」と「観光」が連携した「観光農園」の
整備を支援し、６次産業化を推進する。

新しい生活様式を踏まえた採用活動の導入を支援し、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止と市内事業所の人材確保を促進する。

総務省の地域活性化起業人制度や地域力創造アドバイザー制度を活用し、地域活
性化の取組に関する指導・助言を受けながら、魚津の魅力や価値の向上、情報発信
に取り組む。

　富山県制度融資「新型コロナウイルス感染症対応資金」、経済変動対策緊急融資
保証「新型コロナウイルス感染症対策枠」の融資に係る保証料を全額保証すること
で、市内中小企業の資金繰りを支援する。

市の特産品や生産加工品の産地を訪問し、生産者との交流および作業体験を通じ
て、魚津の風土で培われてきた農林水産業の「生業」を学び、体感することで、未来
への継承、魅力向上につなげる。
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②賑わいある空間の創出 R3事業費 事業担当 資料頁

新規 ◇（仮称）本江地域交流センター建設事業 96,127千円 地域協働課 P.19

新規 ◇都市構造再編集中支援事業 102,951千円 都市計画課 P.20

新規 ◇総合公園賑わい創出事業 10,000千円 都市計画課 P.22

新規 ◇魚津市総合都市交通体系調査 6,300千円 都市計画課 P.23

③子育て環境・教育の充実 R3事業費 事業担当 資料頁

拡充 ◇こども医療費助成事業 11,157千円 こども課 P.24

※拡充に伴う
　事業費増加分

新規 ◇ＧＩＧＡスクール教育環境充実事業 35,690千円 教育総務課 P.25

新規 ◇小中学校施設設備更新事業 5,500千円 教育総務課 P.26

新規 ◇中学校指導者用デジタル教科書導入事業 3,600千円 学校教育課 P.27

新規 ◇みなＳＵＮデー ～つばめであそぼう～ 事業 3,355千円 こども課 P.28

新規 ◇ロボコン魚津大会実施事業 1,850千円 学校教育課 P.29

新規 ◇図書館設備更新事業 1,700千円 図書館 P.30

新規 ◇プール授業外部委託モデル事業 1,041千円 学校教育課 P.31

新規 ◇プログラミング教育推進事業 1,014千円 学校教育課 P.32

小中学校施設の中で特に老朽化が激しい設備等について、児童や生徒が安全・安
心に過ごすことができるよう更新・修繕を行い、教育環境の充実を図る。

令和３年度から新しい教科書が採択されることに合わせて、教員用のデジタル教科
書を導入する。

休日も親子で天候に関係なく安心して遊べる場がほしいという声に応え、つばめ児
童センターを拠点として月２回日曜日開館する。 児童厚生員による親子で楽しめる
遊びの提供や親子の触れ合い交流を促進する。

プログラミング教育の推進に向けて、小学生が「ベニズワイガニ」をモチーフとする
モーター駆動のロボットを自作し、コース設定をクリアしようとするコンテストを行う。

令和２年度より小学校学習指導要領においてプログラミング教育が必修化されたこと
から、市による充実したプログラミング教育を推進する。

図書館がオープンしてから15年以上経過しており、施設や設備の老朽化が目立つこ
とから、令和３年度から令和５年度までの３年間をかけて、計画的に機器の取替や施
設修繕を行い、安全で快適な施設・設備の維持を図る。

令和７年度の供用開始を目指している新しい市民プールでのプール授業実施を視
野に入れ、プールの老朽化が進んでいる星の杜小学校をモデル校として、総合体育
館温水プールで授業を実施する。

地域住民をはじめ市内外から誰もが利用しやすい地域活性化の拠点として、（仮称）
本江地域交流センターを整備する。

子育て世帯及び新婚世帯の住宅取得や、事業者住宅団地造成への支援を行うとと
もに、魚津駅・新魚津駅周辺における都市空間の整備を進めることにより、本市への
居住の誘導及び都市機能の向上を目指す。

みらパーク（総合公園）の賑わい創出に向けて、来園者の休憩場所や雨天時のイベ
ント等に利用できるフリースペースを整備するほか、イベントを定期開催する。

人口減少や郊外部を縦断する国道８号バイパスの開通などにより、生活基盤や交通
形態が大きく変化したことから、将来を見据えた都市計画道路網を再構築するため、
交通体系調査を実施する。

こども医療費助成について、これまでは15歳までのこどもを対象にしていたが、子育
て世帯の経済的負担を軽減し、すべてのこどもが安心して適切な医療を受ける機会
を得られるよう、対象年齢を18歳まで拡大する。

令和２年度に整備したタブレットを有効活用するため、ＧＩＧＡスクールサポーターを
配置し、タブレットを活用した授業の充実や教育の負担軽減を図るほか、関連機器の
保守対応等を行う。
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④安全・安心な暮らしの確保 R3事業費 事業担当 資料頁

新規 ◇ありそドーム大規模改修事業 207,820千円 生涯学習・スポーツ課 P.33

拡充 ◇災害備蓄用品整備事業 22,000千円 総務課 P.34

継続 ◇新しい生活様式を踏まえた採用活動支援事業 20,500千円 商工観光課 P.10

（再掲）

新規 ◇テレワーク支援事業 10,000千円 商工観光課 P.12

（再掲）

新規 ◇ため池耐震調査 9,000千円 農林水産課 P.36

新規 ◇防災行政無線戸別受信機整備事業 6,353千円 総務課 P.37

拡充 ◇空家対策支援事業 3,425千円 都市計画課 P.38

新規 ◇まちなか公園魅力向上事業 2,456千円 都市計画課 P.39

新規 ◇緊急浚渫推進事業 2,000千円 建設課 P.40

新規 ◇防犯対策施設維持整備事業 1,000千円 環境安全課 P.41

新型コロナウイルス感染症の拡大により、全国的にテレワークへの移行が進むなか、
市内企業のテレワークシフトに要する経費や市民のテレワークを支援し、市内企業の
生産性向上及び市民の多様な働き方を推進する。

市内に設置してある防犯カメラに不具合が生じていることから、点検・修理を行い、歩
行者等の安全・安心の確保につなげる。

防災重点農業用ため池の決壊による水害その他の災害から市民の生命及び財産を
守るため、ため池の耐震調査を実施する。

少子高齢化が進むなか、適正に管理されない空家等が深刻な社会問題となってい
ることから、第２次魚津市空家等対策計画に基づき、管理不全な空家を増加させな
いよう、空家対策セミナーの開催や、空家意向調査等を実施する。

経年劣化によりアリーナ床面に破損個所が生じていることから、安全に利用していた
だけるようアリーナ床面の改修を行うほか、アリーナ照明について、省エネルギー化
に向けて、ＬＥＤ照明化工事を行う。

氾濫等による浸水被害を未然に防止するため、河川の土砂等の除去・処分をはじ
め、樹木の伐採を行う。

コロナ禍において、災害発生時の避難所の感染症対策や車中泊・分散避難者への
対応、平常時の公共施設での感染症対策に、必要な備蓄品を整備することで、感染
症の拡大防止を図る。

避難所開設に関わる自主防災組織役員等や指定避難所に対して「防災行政無線の
戸別受信機」を配布・設置することで、情報等のスムーズな伝達を実現し、コロナ禍に
おける円滑な避難体制の構築を図る。

魚津市パークマネジメント基本方針に基づき、地域住民、団体、事業者など多様な
主体と連携して、地域の特性に応じた公園の利活用を検討し、誰もが安全で安心し
て利用できる魅力的な公園づくりを目指す。

新しい生活様式を踏まえた採用活動の導入を支援し、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止と市内事業所の人材確保を促進する。
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⑤移住・定住の促進と関係人口の創出 R3事業費 事業担当 資料頁

新規 ◇子育て新婚世帯等住宅取得支援事業（都市構造再編集中支援事業） 58,000千円 都市計画課 P.20

※住宅取得
支援分 （再掲）

拡充 ◇地域おこし協力隊事業（就農者育成枠） 7,794千円 地域協働課 P.42

新規 ◇移住コンシェルジュ設置事業 3,142千円 地域協働課 P.43

新規 ◇ママと子どもが輝くまちづくり事業 1,000千円 地域協働課 P.44

新規 ◇魚津市ワーケーションモニター事業 700千円 地域協働課 P.45

拡充 ◇ふるさと魚津発県外学生応援事業 540千円 地域協働課 P.46

⑥世代を超えた持続可能なまちづくり R3事業費 事業担当 資料頁

新規 ◇（仮称）本江地域交流センター建設事業 96,127千円 地域協働課 P.19

（再掲）

新規 16,854千円 市民課 P.47

新規 ◇マイナンバーカードを活用したコンビニ交付事業 9,182千円 市民課 P.48

拡充 ◇ＨＰＶワクチン接種に関する周知 5,951千円 健康センター P.49

新規 ◇フレイル予防総合推進事業（介護保険事業特別会計） 3,000千円 社会福祉課 P.50

新規 ◇女性活躍社会推進事業 1,000千円 商工観光課 P.51

子育て世帯及び新婚世帯の住宅取得を支援し、定住人口の増加を目指す。

ママと子供が楽しめるイベントを年間を通して開催することで、多様に働くママに活躍
の場を提供するとともに、若い世代の移住定住促進や関係人口の拡大につなげる。

現・本江公民館は、老朽化が激しく、耐震性もないため、地域住民をはじめ市内外か
ら誰もが利用しやすい地域活性化の拠点として、（仮称）本江地域交流センターを整
備する。

トライアルオフィス等のコワーキングスペースの利用促進を図るとともに、ワーケーショ
ンモニターが中長期滞在することにより、移住・定住人口の拡大、地域活性化、PRに
つなげる。

農業経営後継者を育成することにより、地域ブランドの存続を図るほか、地域住民と
して「地域協力活動」を行いながら、地域への定住・定着を図る。

移住コンシェルジュを設置することで、移住者や移住希望者に対するサポート体制を
充実させ、住みたいまち魚津の実現を目指すほか、「出会いコンシェルジュ」を兼務
し、行政にはない新たな発想やアイデアを生かしながら、婚活支援事業を推進する。

女性の働く場（活躍の場）の創出に向けて、商工会議所等と連携し、職場で女性が
活躍できる領域を増やす機運を醸成する。

◇高齢者の保健・介護予防の一体的実施事業（後期高齢者医療事業特別会計）

本市における様々な健康課題を克服するために、高齢者に対する保健事業と介護
予防事業を一体的に実施し、市民に対して切れ目のない効果的な健康づくり・介護
予防事業を提供することで、健康寿命の延伸を図る。

市役所窓口への来庁抑制による新型コロナウイルス感染症の拡大防止、行政手続き
のオンライン化の促進、証明書を取得できる場所・時間の拡大により、住民サービス
の向上を図る。

本市出身の県外在住大学生等に対して、県外での生活支援とふるさとを感じてもらう
ために市内特産品を送付するほか、申込した学生の居住地に、就職支援情報等を
定期的に送付し、県外在住の若者とのネットワークの拡大とUターン促進を図る。

ＨＰＶワクチンの定期接種対象者及びその保護者に対し、ＨＰＶワクチン接種の有効
性や安全性をはじめ、円滑な接種のために必要な情報を周知する。

今後高齢化が進むなか、要介護状態の前段階である「フレイル」をより早期から予防
し、健康寿命を延ばすことが必要とされているため、フレイルを促進させる『歯科口
腔・栄養・運動・認知』面の予防強化を主軸とした一体的な事業を展開する。
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⑦未来子ども枠 R3事業費 事業担当 資料頁

拡充 ◇こども医療費助成事業 11,157千円 こども課 P.24

※拡充に伴う
　事業費増加分

（再掲）

新規 ◇子育て新婚世帯等住宅取得支援事業（都市構造再編集中支援事業） 58,000千円 都市計画課 P.20

※住宅取得
支援分 （再掲）

新規 ◇うおすいアクティブスポット新設事業（水族館事業特別会計） 23,000千円 水族館 P.52

新規 ◇総合公園賑わい創出事業 10,000千円 都市計画課 P.22

（再掲）

新規 ◇みなＳＵＮデー ～つばめであそぼう～ 事業 3,355千円 こども課 P.28

（再掲）

新規 ◇魚津の農林水産業体験・応援プロジェクト 3,000千円 農林水産課 P.15

（再掲）

新規 ◇まちなか公園魅力向上事業 2,456千円 都市計画課 P.39

（再掲）

新規 ◇ロボコン魚津大会実施事業 1,850千円 学校教育課 P.29

（再掲）

新規 ◇プログラミング教育推進事業 1,014千円 学校教育課 P.32

（再掲）

新規 ◇ママと子どもが輝くまちづくり事業 1,000千円 地域協働課 P.44

（再掲）

⑧豊かな自然枠 R3事業費 事業担当 資料頁

新規 ◇地球温暖化対策実行計画推進事業 10,000千円 環境安全課 P.53

新規 ◇片貝川流域水循環遺産活用事業 4,000千円 環境安全課 P.54

ゼロカーボンシティの実現に向けて、温室効果ガス排出量の現状分析や削減目標、
取組みについて検討し、実行計画を策定する。

東山円筒分水槽が国登録有形文化財に登録されたことを機に、片貝川流域に点在
する高円堂用水や洞杉、蛇石など水循環遺産を活用して、観光・環境教育・健康づ
くり等の推進を図る。

バックヤード、キッズコーナーにおいて、親子で楽しみふれあえる、体験型コーナー
を導入する。

市の特産品や生産加工品の産地を訪問し、生産者との交流および作業体験を通じ
て、魚津の風土で培われてきた農林水産業の「生業」を学び、体感することで、未来
への継承、魅力向上につなげる。

魚津市パークマネジメント基本方針に基づき、地域住民、団体、事業者など多様な
主体と連携して、地域の特性に応じた公園の利活用を検討し、誰もが安全で安心し
て利用できる魅力的な公園づくりを目指す。

子育て世帯及び新婚世帯の住宅取得を支援し、定住人口の増加を目指す。

休日も親子で天候に関係なく安心して遊べる場がほしいという声に応え、つばめ児
童センターを拠点として月２回日曜日開館する。 児童厚生員による親子で楽しめる
遊びの提供や親子の触れ合い交流を促進する。

みらパーク（総合公園）の賑わい創出に向けて、来園者の休憩場所や雨天時のイベ
ント等に利用できるフリースペースを整備するほか、イベントを定期開催する。

こども医療費助成について、これまでは15歳までのこどもを対象にしていたが、子育
て世帯の経済的負担を軽減し、すべてのこどもが安心して適切な医療を受ける機会
を得られるよう、対象年齢を18歳まで拡大する。

プログラミング教育の推進に向けて、小学生が「ベニズワイガニ」をモチーフとする
モーター駆動のロボットを自作し、コース設定をクリアしようとするコンテストを行う。

令和２年度より小学校学習指導要領においてプログラミング教育が必修化されたこと
から、市による充実したプログラミング教育を推進する。

ママと子供が楽しめるイベントを年間を通して開催することで、多様に働くママに活躍
の場を提供するとともに、若い世代の移住定住促進や関係人口の拡大につなげる。
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⑨コロナ対策 R3事業費 事業担当 資料頁

拡充 ◇新型コロナウイルスワクチン接種事業 237,725千円 健康センター P.55

拡充 ◇電子版プレミアム付商品券発行事業 275,000千円 商工観光課 P.8

（再掲）

拡充 ◇魚津の宿泊割引事業（魚旅キャンペーン） 50,000千円 商工観光課 P.9

（再掲）

新規 ◇魚津水族館感染予防対策事業（水族館事業特別会計） 27,905千円 水族館 P.56

拡充 ◇災害備蓄用品整備事業 22,000千円 総務課 P.34

（再掲）

新規 ◇埋没林博物館感染予防対策事業 21,486千円 埋没林博物館 P.57

継続 ◇新しい生活様式を踏まえた採用活動支援事業 20,500千円 商工観光課 P.10

（再掲）

新規 ◇ＧＩＧＡスクール教育環境充実事業 12,000千円 教育総務課 P.25

※GIGAｽｸｰﾙ
ｻﾎﾟｰﾀｰ１名分

（再掲）

新規 ◇テレワーク支援事業 10,000千円 商工観光課 P.12

（再掲）

継続 ◇新型コロナウイルス感染症対策保証料助成 8,000千円 商工観光課 P.14

（再掲）

新規 ◇防災行政無線戸別受信機整備事業 6,353千円 総務課 P.37

（再掲）

新規 ◇中学校指導者用デジタル教科書導入事業 3,600千円 学校教育課 P.27

（再掲）
令和３年度から新しい教科書が採択されることに合わせて、教員用のデジタル教科
書を導入する。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、住民が円滑にワクチン接種を受けるこ
とができるような体制を整えるとともに、国が示す基準に基づき、接種を進める。

プレミアム付商品券を発行し、市内消費を活性化させるほか、電子版で発行すること
で行政等からのポイント付加機能を持たせ、市民の様々な活動の活性化を図る。

感染リスクを減少させ、来館者に安心して施設を利用していただけるよう、コロナウィ
ルス感染予防対策として空調用冷温水発生機の更新、及び空気清浄機設置等の施
設整備を行う。

　富山県制度融資「新型コロナウイルス感染症対応資金」、経済変動対策緊急融資
保証「新型コロナウイルス感染症対策枠」の融資に係る保証料を全額保証すること
で、市内中小企業の資金繰りを支援する。

避難所開設に関わる自主防災組織役員等や指定避難所に対して「防災行政無線の
戸別受信機」を配布・設置することで、情報等のスムーズな伝達を実現し、コロナ禍に
おける円滑な避難体制の構築を図る。

新しい生活様式を踏まえた採用活動の導入を支援し、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止と市内事業所の人材確保を促進する。

コロナ禍において、災害発生時の避難所の感染症対策や車中泊・分散避難者への
対応、平常時の公共施設での感染症対策に、必要な備蓄品を整備することで、感染
症の拡大防止を図る。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、全国的にテレワークへの移行が進むなか、
市内企業のテレワークシフトに要する経費や市民のテレワークを支援し、市内企業の
生産性向上及び市民の多様な働き方を推進する。

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市内宿泊需要を喚起し、観光関
係事業者への支援につなげる。

感染リスクを減少させ、来館者に安心して施設を利用していただけるよう、新型コロナ
ウイルス感染症に対応した施設の環境整備を行う。

令和２年度に整備したタブレットを有効活用するため、ＧＩＧＡスクールサポーターを
配置し、タブレットを活用した授業の充実や教育の負担軽減を図るほか、関連機器の
保守対応等を行う。
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⑨コロナ対策 R3事業費 事業担当 資料頁

継続 ◇生活保護相談体制強化事業 1,021千円 社会福祉課 P.58

新規 ◇クラスター対応施設職員サポート事業 1,000千円 社会福祉課 P.59

新規 ◇魚津市ワーケーションモニター事業 700千円 地域協働課 P.45

（再掲）

拡充 ◇ふるさと魚津発県外学生応援事業 540千円 地域協働課 P.46

（再掲）

新規 ◇飲食業関連事業者支援事業 4,000千円 商工観光課 P.60

※R2年度3月補正

新規 ◇タクシー事業者支援事業 2,000千円 環境安全課 P.61

※R2年度3月補正

新型コロナウイルスの影響により、生活保護の相談や申請件数の増加が見込まれる
ことから、柔軟かつ迅速に対応できるよう臨時職員を雇用し、相談支援体制の強化を
図る。

市内の障がい福祉施設、介護福祉施設、病院において新型コロナウイルス感染症の
クラスターが発生した際に、当該施設職員が家族への感染を懸念し、自宅に帰宅せ
ず市内の宿泊施設を利用し勤務を継続する場合に、その宿泊費の一部を助成する
ことで、継続的な福祉サービスや医療サービスの提供体制の確保を図る。

トライアルオフィス等のコワーキングスペースの利用促進を図るとともに、ワーケーショ
ンモニターが中長期滞在することにより、移住・定住人口の拡大、地域活性化、PRに
つなげる。

本市出身の県外在住大学生等に対して、県外での生活支援とふるさとを感じてもらう
ために市内特産品を送付するほか、申込した学生の居住地に、就職支援情報等を
定期的に送付し、県外在住の若者とのネットワークの拡大とUターン促進を図る。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い収入が減少している市内タクシー事業者の事
業継続を支援する。

令和３年１月に富山県により行われた飲食店への時短要請によって影響を受けてい
る飲食店と直接取引のある事業者及び運転代行業者に対して、市独自の支援を行う
ことにより、魚津市の特徴的なサービス業経営の安定性を高める。
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増減の大きいもの 単位：千円

令和３年度 令和２年度 増減額

188,327 3,966 184,361

396,760 213,558 183,202

300,004 200,015 99,989

740,783 656,652 84,131

805,788 735,231 70,557

24,794 117,716 △ 92,922

711,322 781,637 △ 70,315

2,466 56,293 △ 53,827

0 41,361 △ 41,361

主な新規事業 単位：千円

事業費

207,820

58,000

35,690

23,000

16,854

10,000

4,000

事業費

31,000

27,100団体営林道舗装交付金事業 坪野虎谷線林道舗装工事

公園整備事業
公園施設長寿命化対策工事
（上村木２号公園・新金屋公園）

令和３年度予算事業３月補正前倒し

事 業 名 事 業 内 容

ＧＩＧＡスクール教育環境充実事業

水族館のバックヤード、キッズコーナー
に体験型コーナーを導入

片貝川流域水循環遺産活用事業
片貝川流域の水循環遺産を活用した観
光・環境教育・健康づくり等の推進

うおすいアクティブスポット新設事業

高齢者の保健・介護予防の一体的実施事業
高齢者に対する保健事業と介護予防事
業を一体的に実施

ＧＩＧＡスクールサポーターの配置等

テレワーク支援事業 市内企業及び市民のテレワークを支援

事 業 名 事 業 内 容

子育て新婚世帯等への住宅取得支援

体育施設管理費

下水道事業会計繰出金

介護保険事業特別会計繰出金

子育て新婚世帯等住宅取得支援事業

一 般 会 計 の 主 な 事 業 費

事 業 名

教育ネットワーク管理費

市長及び市議会議員選挙

ありそドーム大規模改修事業
ありそドームアリーナの床改修及び照明
ＬＥＤ化

ふるさと寄附推進事業

つくし学園運営費

障がい福祉サービス費等給付事業

公民館施設整備事業
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１．予算規模

一般会計　177億1,700万円  （前年度比　＋11億3,000万円　　＋6.8％）
（単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度比

17,717,000 16,587,000 1,130,000 106.8%

特 国民健康保険事業会計 3,942,917 3,981,972 △ 39,055 99.0%

別 後期高齢者医療事業会計 1,284,036 1,211,146 72,890 106.0%

会 介 護 保 険 事 業 会 計 5,384,443 5,050,705 333,738 106.6%

計 水 族 館 事 業 会 計 251,274 195,826 55,448 128.3%

小　計 10,862,670 10,439,649 423,021 104.1%

水　　道　　事　　業　　会　　計 1,286,258 1,348,236 △ 61,978 95.4%

収益的収入 705,237 717,981 △ 12,744 98.2%

収益的支出 668,377 668,692 △ 315 100.0%

資本的収入 267,994 294,414 △ 26,420 91.0%

資本的支出 617,881 679,544 △ 61,663 90.9%

下　　水　　道　　事　　業　　会　　計 3,432,052 3,568,544 △ 136,492 96.2%

収益的収入 1,776,205 2,001,457 △ 225,252 88.7%

収益的支出 1,776,205 2,001,457 △ 225,252 88.7%

資本的収入 1,041,762 876,056 165,706 118.9%

資本的支出 1,655,847 1,567,087 88,760 105.7%

小　計 4,718,310 4,916,780 △ 198,470 96.0%

33,297,980 31,943,429 1,354,551 104.2%

※ 水道事業会計、下水道事業会計の事業費は、支出の合計を記載した。

２．特別会計への繰出金 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度比

306,327 303,342 2,985 101.0%

753,715 701,175 52,540 107.5%

805,788 735,231 70,557 109.6%

136,198 99,188 37,010 137.3%

2,002,028 1,838,936 163,092 108.9%

３．公営企業会計への繰出（負担金補助及び交付金・投資及び出資金） （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度比

49,097 48,327 770 101.6%

711,322 781,637 △ 70,315 91.0%

760,419 829,964 △ 69,545 91.6%

水 族 館 事 業 会 計

一　　　般　　　会　　　計

会　　　計　　　名

公
　
営
　
企
　
業
　
会
　
計

総　　　計

会　　　計　　　名

計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計

介 護 保 険 事 業 会 計

計

会　　　計　　　名

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計
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４．歳入 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度比 構成比

1 市税 5,871,631 6,446,838 △ 575,207 91.1% 33.1%

（個人市民税） 1,985,806 2,213,012 △ 227,206 89.7% 11.2%

（法人市民税） 254,694 382,093 △ 127,399 66.7% 1.4%

（固定資産税） 3,208,036 3,446,334 △ 238,298 93.1% 18.1%

（その他の税） 423,095 405,399 17,696 104.4% 2.4%

2 地方譲与税 164,000 167,000 △ 3,000 98.2% 0.9%

3 利子割交付金 4,300 6,000 △ 1,700 71.7% 0.0%

4 配当割交付金 26,700 32,500 △ 5,800 82.2% 0.2%

5 株式等譲渡所得割交付金 32,000 13,000 19,000 246.2% 0.2%

6 法人事業税交付金 40,000 40,000 0 100.0% 0.2%

7 地方消費税交付金 1,000,000 1,000,000 0 100.0% 5.6%

8 ゴルフ場利用税交付金 10,300 9,800 500 105.1% 0.1%

9 環境性能割市町村交付金 14,700 6,000 8,700 245.0% 0.1%

10 地方特例交付金 192,000 22,000 170,000 872.7% 1.1%

11 地方交付税 3,167,000 3,038,000 129,000 104.2% 17.9%

12 交通安全対策特別交付金 5,000 5,500 △ 500 90.9% 0.0%

13 分担金及び負担金 20,113 76,548 △ 56,435 26.3% 0.1%

14 使用料及び手数料 229,832 234,806 △ 4,974 97.9% 1.3%

15 国庫支出金 2,432,488 1,936,109 496,379 125.6% 13.7%

16 県支出金 1,254,053 1,287,138 △ 33,085 97.4% 7.1%

17 財産収入 103,296 102,580 716 100.7% 0.6%

18 寄附金 304,500 204,750 99,750 148.7% 1.7%

19 繰入金 152,864 57,641 95,223 265.2% 0.9%

（うち財政調整基金） 50,000 0 50,000 皆増 0.3%

20 繰越金 100,000 100,000 0 100.0% 0.6%

21 諸収入 1,070,187 759,290 310,897 140.9% 6.0%

22 市債 1,522,036 1,041,500 480,536 146.1% 8.6%

（普通の市債） 641,036 439,500 201,536 145.9% 3.6%

（臨時財政対策債） 881,000 602,000 279,000 146.3% 5.0%

17,717,000 16,587,000 1,130,000 106.8% 100.0%合　　　　計

区　　　　分
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５．歳出

①目的別 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度比 構成比

1 議会費 203,397 205,622 △ 2,225 98.9% 1.2%

2 総務費 2,619,531 2,465,044 154,487 106.3% 14.8%

3 民生費 5,983,976 6,012,364 △ 28,388 99.5% 33.8%

4 衛生費 1,046,654 805,390 241,264 130.0% 5.9%

5 労働費 74,778 83,663 △ 8,885 89.4% 0.4%

6 農林水産業費 550,844 579,583 △ 28,739 95.0% 3.1%

7 商工費 1,171,786 865,849 305,937 135.3% 6.6%

8 土木費 1,781,593 1,664,215 117,378 107.1% 10.1%

9 消防費 592,413 594,879 △ 2,466 99.6% 3.3%

10 教育費 1,881,715 1,602,279 279,436 117.4% 10.6%

11 災害復旧費 36,234 36,233 1 100.0% 0.2%

12 公債費 1,578,772 1,493,412 85,360 105.7% 8.9%

13 諸支出金 177,307 160,467 16,840 110.5% 1.0%

14 予備費 18,000 18,000 0 100.0% 0.1%

17,717,000 16,587,000 1,130,000 106.8% 100.0%合　　　　計

区　　　　分
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②性質別 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較増減 前年度比 構成比

義務的経費（１～３） 7,499,358 7,480,297 19,061 100.3% 42.3%

1 人件費 2,750,830 2,796,596 △ 45,766 98.4% 15.5%

（うち職員給） 1,915,632 1,921,720 △ 6,088 99.7% 10.8%

2 扶助費 3,169,756 3,190,289 △ 20,533 99.4% 17.9%

3 公債費 1,578,772 1,493,412 85,360 105.7% 8.9%

投資的経費（４～５） 1,323,643 1,011,064 312,579 130.9% 7.5%

4 普通建設事業 1,287,411 974,833 312,578 132.1% 7.3%

補助事業 428,212 490,571 △ 62,359 87.3% 2.4%

単独事業 859,199 484,262 374,937 177.4% 4.9%

5 災害復旧費 36,232 36,231 1 100.0% 0.2%

その他の経費（６～１３） 8,893,999 8,095,639 798,360 109.9% 50.2%

6 物件費 3,008,267 2,756,495 251,772 109.1% 17.0%

7 維持補修費 240,038 199,424 40,614 120.4% 1.3%

8 補助費等 2,627,995 2,396,302 231,693 109.7% 14.8%

9 積立金 154,819 102,567 52,252 150.9% 0.9%

10 投資及び出資金 226,523 164,651 61,872 137.6% 1.3%

11 貸付金 612,249 615,184 △ 2,935 99.5% 3.5%

12 繰出金 2,006,108 1,843,016 163,092 108.8% 11.3%

13 予備費 18,000 18,000 0 100.0% 0.1%

17,717,000 16,587,000 1,130,000 106.8% 100.0%

11,577,631 11,507,638 69,993 100.6%

区　　　　分

合　　　　計

◎うち歳出一般財源計
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６.普通建設事業の状況

①主な国県補助事業 （単位：千円）

款 区分 事業名 事業費 特定財源 一般財源 主な事業内容

農林水産業費 土地改良事業 88,873 57,200 31,673 県営事業への負担金

県単独農業農村整備事業 13,622 11,716 1,906 用排水路整備

県単独森林整備事業 689 459 230 作業道維持補修、枝打ち、間伐等

県営林道事業 14,000 12,600 1,400 県営事業への負担金

県単独林業基盤整備事業 10,340 4,998 5,342 舗装、法面改良

県単独治山事業 7,517 7,425 92 山腹工

森林総合研究所分収造林事業 3,439 3,439 0 保育間伐、作業道新設

水と緑の森づくり事業 8,874 8,874 0 里山林整備

漁港整備事業 5,000 4,850 150 経田漁港浚渫工事

土木費 県事業負担金 13,000 11,700 1,300 県事業への負担金

道路改良事業 285,930 273,000 12,930 通学路整備等

新規 都市機能整備事業 27,300 26,350 950 駅北側駐輪場整備等

新規 急傾斜地崩壊対策事業 30,000 30,000 0 擁壁工

市営住宅整備事業 6,400 6,400 0 六郎丸団地電気幹線改修工事等

教育費 新規 公民館施設整備事業 95,681 87,400 8,281
（仮称）本江地域交流センター造
成工事ほか

災害復旧費 農林業施設災害復旧事業 26,232 25,194 1,038

土木災害復旧事業 10,000 9,970 30
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②主な市単独事業
（単位：千円）

款 区分 事業名 事業費 特定財源 一般財源 事業名

総務費 東山円筒分水槽周辺整備事業 10,124 10,124 0 ポケットパーク用地費

民生費 市立保育所運営費 12,958 11,600 1,358 西布施保育園園舎解体

農林水産業費 市単土地改良事業 2,148 525 1,623 農道整備、水路整備

市単独林道事業 1,500 90 1,410 常泉寺線(舗装改良)

間伐促進事業 952 0 952 間伐（搬出）　9.8ha

土木費 市道維持補修事業 79,728 64,219 15,509 舗装修繕、側溝修繕等

市道改良舗装事業 40,800 36,700 4,100 舗装改修等

河川維持事業 15,000 0 15,000 小河川改修

公園維持管理費 2,020 0 2,020 公園遊具等更新

新規 官民連携推進事業 4,600 0 4,600 水族館横レストハウス改修

教育費 新規 体育施設管理費 207,820 190,100 17,720 ありそドームアリーナ床面改修等

新規 公民館施設整備事業 88,000 79,200 8,800 旧村木公民館解体
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７．市債の年度末現在高 （単位：千円）

区　　　　分 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末
令和２年度末

見込
令和３年度末

見込

一般会計 16,521,042 17,348,362 17,330,787 17,200,498 17,231,104

８．主な財政指標

区　　　　分 平成29年度決算 平成30年度決算 令和元年度決算 令和２年度見込 令和３年度見込

財政力指数 0.68 0.69 0.69 0.69 0.68

経常収支比率 94.7% 91.1% 91.3% 90.9% 90.9%

実質公債費比率 13.1% 13.3% 12.9% 12.3% 12.1%

将来負担比率 115.6% 126.1% 112.2% 108.1% 104.2%

９．財政調整基金 （単位：千円）

区　　　　分 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末
令和２年度末

見込
令和３年度末

見込

基金残高 259,318 259,344 462,376 662,517 612,656
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